
〈要約〉
人の身長は，動物蛋白（特に幼少期における）で決まるは，学界の通説である。１９６０年

代から７０年代にかけて，高３男子の平均で，日本のほうが韓国より３cm前後高かった。
この差は「蛋白説」が妥当する。両国とも学童身長の増進は目覚しく，１９９０年代の初期に

は両国の差はほぼ解消した。韓国の児童はその後も着実に伸び続け，２０００年代半ば（２００５）

には韓国のほうが３―４cm高くなった。韓国における動物性食品の増加は際立っていたが，
２００５年時点でも，１人当たり動物性食品の摂取量は，日本のほうが２０％程度多かった。「も

ともと」朝鮮人のほうが日本人より（民族的に？）その程度高かったという説がある。一

世紀前の１９００―２０年代，２０歳の成年男子の比較で，朝鮮人のほうが日本人より２cm前後
高かった。同じ頃，日本の統治下にあった台湾のほうが朝鮮の若者より３cm高かった。
２００５年前後，１人当たり食肉消費に関し，台湾は韓国を６０％越えていた。台湾の児童は平

均的に日本とほぼ同じ水準で，韓国より３―４cm低かった。「もともと」「民族的に」は，
説得力を失う。FAOSTATによると，韓国は動物性食品の消費は少ないが，日本と台湾に
比べ，１人当たり供給カロリーは，１９７０年代後半から２００―３００kcal/day程度多く，同じく
１人当たり野菜の純供給は，２００kg/yearを超え，それぞれ日本と台湾の２倍前後の水準
を維持していた。台湾については分析結果を持たないが，日本において「若者の果物・野

菜離れ」は，これまで繰り返し述べてきたように，度を外れている。
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問題意識

幼い頃から，「西洋人」は東洋人より（鼻が

高いと同様）背が高いと感じていた。戦後米軍

が進駐して，その思いは決定的になった。GI１）

たちは，満員電車の中でも頭一つ抜き出ていた。

１９６０年代半ばに３０を過ぎて米国中西部の大学に

留学したが，中古の自転車を買うまでは，毎朝

アパートから徒歩で研究室に通う１０数分の間す

れ違う男女学生との背丈の違いに，劣等感とも

いうべき憂鬱な気分に襲われたのを今でも覚え

ている。日本の若者の身長は，戦後１９６０年代に

入って着実に伸び始め，１９８０年代以降ゼミ生と

最初の会合が終わって立ち上ると，「君たちこ

んなに背が高かったのか」と驚くことがあった。

米国や豪州の研究機関でテーブルを囲んで議論

をした後など，感じる経験に似ている。座高は

あまり変わらないのだが，脚の長さが圧倒的に

違うのであろう。

インターネット上で毎日目を通している『朝

鮮日報』（日本語版）に，「高３男子，身長伸び

ず体重増加」の見出しで，男女とも高校生の身

長は２００５年ころから伸び止まり，それ以降僅か

だが，０．１―２cm程度低くなり，体重はやや増
加傾向にあるとの短い記事があった（２０１６年２

月２５日）。日常的に接している専修大学の新入

生は，１９９０年代の初めころから背丈の伸びが止

まったような感じを受けていたので，韓国の経

済成長，それに伴う食料消費の向上も，わが国

より１５年程度遅れ，東洋人の「身長ポテンシャ

ル」に達したのであろうと受け止めていた。念

のため googleで我が国の高校生の平均身長の
推移を検索してみると，高３男子の平均身長は，

１９６５年（昭和４０年）の１６６．５cmから１９９０年に
１７０．５cmに急増，１９９５年に１７０．９cmにわずか
に高くなったが，それ以降は完全に伸び止まり，

２００５年には１７０．８cm，２０１０年には１７０．７cmに０．１
―０．２cmほど低くなっている。成長鈍化のパタ
ーンは同じだが，絶対値において，韓国の高３

男子の平均身長は，わが国より３cm高いので
ある。高校３年生になると，小・中学校時代と

違い，平均的には１年間に伸びる身長の程度は

知れている。学校保健調査が学年度初めに行わ

れたか，学年度半ばに行われたかによって，同

じ学年生でも記録される平均値には多少の差異

が生じる恐れがある。しかし，高３男子の平均

身長における３．０cmの差は，統計的誤差の範
囲をはるかに超えている。後で詳しく検証する

が，日本・韓国において，子供たちの平均身長

が目立って伸びた時期でも，どの学年生をとっ

ても対象期間の５年間に１．０cm前後の伸びは，
注目すべき数値で，２００５年における３．０cmの
差は，統計誤差をはるかに超えている。韓国の

高校生は日本の高校生より，明らかに背丈が高

くなっているのである。

朝鮮日報社東京支局のご手配で，１９６０年まで

遡り韓国の小児科学会の調査に基づく，１歳か

ら２０歳まで１歳刻みの時系列データを入手する

ことができた（Kim, J-Y et al.,２００８）。統計デ
ータとともに，身長・体重の長期推移を計量分

析する Anthropometrics関連の代表的文献も入
手することができた（Prof. Jin-Soo Moon,
School of Medicine, Seoul National University,
２０１６）。慌ただしく検索した文献のなかで，筆

者が最も影響を受けたのは，ステッケルの次の

一文である：「人の身長は健康に対する投入の

供給のみならず，それらの投入に対する需要を

捉える正味の尺度である」（R. Steckel,１９９５, p.
１９０３）。人は良いもの（栄養のあるもの）を沢

山食べると体は大きくなるし，体が大きくなれ

ば消費も多くなると至極尤もな事象で，議論の

余地はない。長期間時系列データを使って需要

関数を計測する際，この biometric視点は，日
本や韓国のように低い段階から急速に成長した

経済においては，陽表的に分析モデルに組みこ

む必要があると思われる。

Moon教授に教えていただいた Fogel教授の
ノーベル経済学受賞記念講演（１９９７）や Steckel,
ibid. で使われた欧州各国における壮丁の身長
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比較で，昨今成年男子の平均が１８４cmで先進
諸国において一番高いといわれているオランダ

が，１世紀前には平均１６４cmでフランスより
２cm程度低かったことなど（表１ほか），初
めての研究分野ならではの興味深い発見が多

かった。随分昔の話だが映画などで見たバイキ

ングは，確か北欧の人で，たくましい大男だっ

た。１６４cmなら，筆者が若いころより３cmも
低い。「西洋人」はもともと背が高かったわけ

ではないらしい。地域的に限られた短期間旅行

の経験しかないが，北欧，ノルエーやデンマー

クなどは見上げるように背の高い人が多いが，

フランスやスペインなどの南欧，ハンガリーな

ど東欧の人は，日本人とそう変わることなく，

街中を歩いていても圧倒される感じは受けない。

しかし１世紀半昔，１８００年代の半ば頃は，スエ

ーデン・オランダ（ノルディック系）とイタリ

ア・スペイン（ラテン系）の間に，１９７０―８０年

代に観察された背丈の差は，それほど顕著では

なかったようである。ある時点における民族の

間，あるいは国と国の間に観察される身長の差

を，「人種差」と決め付けるのは，歴史科学的

に正しい見方ではなさそうである。拙稿におい

て筆者が主張したい基本的思潮である。

１） Government Issue（政府支給）の略：アメリカ

兵を指す。

データ

本研究の最初の時点では，JS Moon教授か
ら提供された１歳から２０歳まで，１歳刻みのデ

ータに依拠した（韓国小児科学会主催）。それ

に伴い日本サイドでは，厚生労働省（以下厚労

省）による『国民栄養調査』（以下『栄養調査』）

の付録に掲載されている年齢階級別（１―２５歳

まで１歳刻み，２６―２９歳，３０―３９歳，４０―４９歳，…）

の平均身長を用いたが，若年齢階層の１歳刻み

の統計は，標本数が少ないこともあって，年々

のブレが大きい。その点文部省が１９００年から全

国の学校生徒について実施してきた『学校保健

調査』は，標本数が圧倒的に大きく，年齢階層

別の平均身長は統計的に極めて安定している

（図１参照）。ただし調査対象が小学校１年から

高校３年までなので，１―５歳と１８―２０歳につい

ては統計数値が得られない。他方，韓国につい

表１ 欧州各国における壮丁の平均身長の推移，１９世紀から２０世紀

（A） （cm）

UK スエーデン フランス デンマーク ハンガリー

１９― I １６８．０ １６６．７ １６４．３ １６５．４ １６３．９

１９― II １７１．６ １６８．０ １６５．２ １６６．８ １６４．２

１９―III １６９．３ １６９．５ １６５．６ １６５．３

２０―III １７５．０ １７７．６ １７２．０ １７６．０ １７０．９

出所：Fogel, “Economic Growth”, AER８４（３）, p.３２.

（B） （cm）

UK スエーデン フランス オランダ USA

１８００ １６７ １６６ １６３ ― １７３

１８５０ １６６ １６８ １６７ １６４ １７１

１９００ １６７ １７２ １６５ １６９ １７１

１９５０ １７５ １７７ １７０ １７８ １７５

出所：Steckel, “Stature,” Economic Literature, XXXIII, p.１９１９.
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ては１―２０歳の１歳刻みのデータが存在したが，

対象年次は１９６５，１９７５，１９８４，１９９７，２００５年ま

で，不規則に飛び飛びの推計値しか得られない。

さらに本稿で台湾のケースを加えるとなると，

３か国について，統計的に信頼性の高いデータ

源は，筆者の収集能力では，学校保健調査以外

に見当たらない。

身長を決定する「健康に対する投入を捉える

尺度」（前掲 Steckel）である食料消費に関する
データ源として，日本では『国民栄養調査』が

ある。韓国でも，日本に比べ標本数が多く，人

口総平均値だけでなく，幼児，思春期前半，思

春期後半，２０歳代，…など，年齢階層別の１人

当たり推計値が入手できる（Korea National
Health and Nutrition Examination Survey＝
KNHANES２））。ただし調査年次は１９９８年が最初，
次は２００１年，３回目は２００５年で，本稿が対象と

する１９６０年以降の身長の推移を説明するには，

中心的なデータ源とは成り得ない。台湾にも，

日本・韓国の保健栄養調査に準ずる全国調査が

あるようだが，調査年次および調査項目に関し，

一貫しておらず，本稿における分析に投入する

ことは難しい。

その点，主要各国では，国内生産，輸入－輸

出，在庫の増減などの推計に基づく『食料需給表』

が作成されている。国連食糧農業機構 （FAO）
は，加盟各国からの一次資料の提供に基づき，

共通規格・尺度で較量できる Food Balance
Sheet を FAOSTATで公表している。現在得ら
れるのは，１９６１年から２０１３年まで，インターネッ

ト上で容易に入手できる。この中で，総カロリ

ー供給量（kcal/day/capita），さらに動物性食
料と植物性食料からの供給カロリー，また主要

食料群（穀類・肉類：野菜：など），さらに穀

類でも，米：小麦：など，肉類でも牛：豚：鶏

肉など小品目ごとに，１人当たり純供給量（kg
/year），１人当たり供給カロリー（kcal/day）
が提供されている。供給は純供給量で，米など

も脱穀されたmilled riceに統一換算されてい
るが，概念的に supply＝consumptionではない。

図１ 『国民栄養調査』と『学校保健調査長』による１７歳男子の平均身長の比較：１９７５年から１９９９年

200



常に供給�消費だが，消費＞供給は有り得ない。

戦後の日本・韓国・台湾など発展途上にあった

国では，供給が消費を大幅に超えることはな

かったと想定し，食料需給表ベースの１人当た

り純供給を消費の代理変数として使用するここ

とに大きな問題があるとは思えない。

人は「健康に対する投入」（Steckel）が増大
すれば，体は大きくなるが，身長に限っては男

子の場合，２０歳前後を超えると，増大は期待で

きない。特殊な例外を除いて，高２・高３（１７

歳前後）で背丈の伸びは止まる。１歳から２５歳

まで１歳刻みで平均身長を記載している『国民

栄養調査』の統計を見ても，１９７５年以降２００１年

まで，男子の平均身長は１７歳と２０歳の間に歴然

たる差は見られない（表２）。食料消費の量と

質が人の背丈の成長を決定するとしても，１６―

１７歳までの消費であって，それ以降の若年成

人：中高年齢層を含む全人口の平均値ではない。

乳類を別にすれば，一般に幼児の食料消費量は

相対的に少ない。同様に高齢化とともに，特に

７０歳を過ぎると食料消費は減少する。古くから，

adult equivalence scaleによって（Prais,１９５３;
OECD,１９８２:２００９;など），標準的成人１人当
たり消費量に再推計することは，概念的にも技

術的にも難しくはない３）。成長期の子供たちの

各種食料の消費も，総消費の流れに沿っている

との想定がベースにある。しかしアジア諸国で

は重要な動物蛋白源である，例えば魚について，

その消費は年齢に伴う総カロリー消費量の上下

より，古い世代に対する新しい世代の嗜好の相

違に基づく「コウホート効果」のほうが支配的

であるようだが，その識別決定は容易ではない

（Mori and Saegusa, ２０１０; Mori, Inaba, and
Dyck,２０１６;など）。人の身長との相関が高い
といわれている牛乳について，古い世代に対す

る新しい世代の対比は，北欧でも米国でも顕著

に識別されている（Gustavsen and Rickertsen,
２００９ ; Stewart and Blisard, ２００８ ; Stewart,
Dong, and Carlson,２０１３;など）。顕著な「年
齢効果」と「コウホート効果」が存在する各種

食料消費の分野では，単純な人口１人当たり供

給＝消費の推移は，成長期の子供たちのそれを

正しく表さない（農林水産政策研究所，２０１０；

森宏，２０１４など）。日本の栄養調査で，主要食

品群の年齢階層別摂取量が公表されるように

なったのは，１９９５年以降である。韓国について

は既述のように，詳細な栄養調査は１９９８年が最

初である。食料需給表に示される単純１人当た

り供給量は，経済発展の速度が速く，他方人口

の高齢化が進んでいる日本，韓国，台湾などで

は，可能な限り他の補足的な情報に照らし（例

えば小・中学校における学校給食が，どのよう

な内容でいつ頃始まったかなどを含め），注意

深く眺める必要がある。

日本については，全国的な『家計調査年報』

に，１９７９年版から主要食品の家計購入量が，世

帯主の年齢階級別に区分されて発表されるよう

になった。外食は品目別には記載されていない。

表２ 日本人男子の１０歳代後期の年齢別平均身長の推移，１９７５―２０１５年

（cm）

年齢（歳） １９７５―７６ １９７９―８１ １９８４―８６ １９８９―９１ １９９４―９６ １９９９―０１ ２００４―０６ ２００９―１１ ２０１４―１６

１６ １６６．５ １６７．５ １６８．５ １６８．９ １６９．８ １７０．１ １６９．４ １６９．３ １６９．６

１７ １６８．１ １６９．６ １６９．５ １６９．９ １７０．８ １７０．９ １７１．６ １７１．１ １７１．２

１８ １６８．６ １６９．２ １６９．６ １７０．９ １７０．９ １７０．２ １７１．０ １７１．８ １７１．０

１９ １６９．３ １６９．４ １７１．０ １７０．３ １７２．０ １７２．２ １７１．７ １７０．６ １７２．９

２０ １６７．３ １６９．９ １７０．７ １７０．９ １７０．８ １７０．８ １７０．９ １７１．１ １７２．４

２１ １６７．７ １６９．５ １７０．０ １７１．３ １７１．２ １７２．０ １７２．０ １７０．２ １７１．４

出所：厚労省『国民栄養調査』各年版．
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『栄養調査』のように消費の場所，購入支払者

の区別なしに過去２４時間に摂取された各種食料

の全量が捉えられていないが，それはそれとし

て，定性的に補完する以外にない。世帯主の年

齢階級区分で示される世帯購入量を，各世帯に

含まれる家族員数で割って，世帯主の年齢階級

の家計消費量とみなす手法は単純明快だが，各

世帯に含まれる家族員が世帯主と同年齢である

のは，夫婦２人の世帯に限られる。典型的な世

帯構成は，ほぼ同年齢の夫婦２人と，３０歳前後

若い子供が１―２人である。世帯主が３０歳前後

の家庭では，子供は０―４歳の幼年で，牛乳な

どを除けば１人当たり消費量は親よりはるかに

少ない。他方，世帯主が４０歳代―５０歳半ばの場

合は，子供はティーエイジャーで，米・パンの

主食にしろ，肉類の副食にしろ，１人当たり食

べる量は親よりはるかに多い場合が少なくない。

森・稲葉は世帯主の年齢階級別に世帯員構成を

別途推定してモデルに組み込み，子供たちのみ

ならず，同居する親たちを含む全世帯員の年齢

階級別家計内消費を推計する方式を考案し，田

中・森・稲葉は数理統計学的により洗練された

方式に改良した（Mori and Inaba, １９９７ ;
Tanaka, Mori, and Inaba,２００４）。
韓国でも日本の家計調査に似通った調査が実

施され，確か１９８２年から世帯主年齢階級別に区

分した世帯購入（購入金額で単価と購入量は無

い）が発表されているが，日本のように各年の

年報や，近年ではインターネットで自由に入手

できるわけではなく，手続きを踏んで必要部分

を購入しなければならない。本稿の分析には使

えなかった。台湾について，日本や韓国のよう

な家計消費に関する公的な調査が存在するかど

うか，定かでない。

２） Kim, J-G et al.,２０１９によると，韓国においても

日本の厚労省『国民栄養調査』に似た栄養調査

が，１９８０年―１９９５年の期間実施されていたよう

であるが，最初１９９８年に行われた KNHANES

に比べると小規模で，この調査結果に基づく学

術論文に筆者が触れたのは，上記 Kim, J-Gが

最初である。

３） 少子高齢化が急速に進んでいる韓国においては，

１人当たり食料消費の換算に用いられる母数に，

“the age-standardized population”が適用され

る例が多い。Kim, J-G et al.の Tables１―２の per

capita nutrient intakeの算出もそうである。

学校生徒の学年別平均身長の比較

第 II次世界大戦後における経済発展は，日
本が一番早く，台湾は１０年以上，韓国は朝鮮戦

争（１９５０―５３年）による国土の壊廃もあって，

さらに１０年以上遅れてスタートした。１９６０年代

から１９７０年代にかけて，台湾および韓国におけ

る高校進学率は日本に比べかなり低く，とくに

女子の進学率は低かった（Kim, Hayam and Uk.
Heo,２０１７）。当時高校進学は家庭の経済・社会
環境に影響されたので，たとえば１９６０年代にお

いて韓国における女子高校生の平均身長は，男

子生徒の場合と違い（後述）日本を１―２cm超
えていた。当時女子高校生は裕福な家庭環境を

踏まえ，同年齢の全人口平均より無視しえぬ程

度高かったのである。そのような事情もあって，

１９６０年以降半世紀にわたる日本・韓国・台湾の

学校生徒の身長比較では，女子生徒は省くこと

になる。

表３は，１９６０年から２０１０年までの半世紀にお

ける小学校１年生から高校３年生までの学年別

平均身長の推移を，日本・韓国・台湾３カ国に

ついて，それぞれ国の教育機関（日本では文部

科学省）による全国調査に基づいて概観した統

計である。日本では学年の初め，４月１日に満

６歳になっている児童が，小学１年生として入

学する。源データには，小学校６歳，７歳，―――

と出ているが，保健調査が４月末に行われてい

れば，小１年生の１２分の１は，満６歳を超えて

７歳になっている。仮に調査が秋に行われてい

たとすれば，小１年生の半数は実は７歳である。

日本は法律に基づき（何年度からかは不明），

学校保健調査は学年度初めの４月に実施される
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表３ 日本，韓国および台湾の男子生徒の年齢別平均身長の推移，１９６０―２０１０年

日本：前後３か年移動平均 （cm）

歳／年次 １９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０

６ １１１．９ １１３．４ １１４．５ １１５．２ １１５．７ １１６．４ １１６．８ １１６．８ １１６．７ １１６．７ １１６．７

７ １１７．２ １１８．８ １２０．０ １２０．８ １２１．３ １２２．１ １２２．５ １２２．６ １２２．４ １２２．５ １２２．６

１２ １４２．１ １４４．７ １４７．０ １４８．６ １４９．５ １５０．１ １５１．５ １５２．０ １５２．８ １５２．６ １５２．４

１３ １４８．７ １５１．８ １５４．０ １５６．０ １５７．１ １５７．６ １５８．９ １５９．５ １６０．１ １５９．９ １５９．７

１５ １６１．５ １６３．５ １６４．７ １６６．１ １６７．０ １６７．５ １６７．９ １６８．４ １６８．６ １６８．４ １６８．３

１６ １６３．８ １６５．７ １６６．９ １６７．９ １６８．８ １６９．３ １６９．６ １７０．１ １７０．１ １７０．０ １６９．９

１７ １６５．１ １６６．７ １６７．９ １６８．８ １６９．６ １７０．２ １７０．５ １７０．９ １７０．９ １７０．８ １７０．７

注：１９６０＝１９６０―６１年平均，以下同じ．
出所：文部科学省，『学校保健統計調査』．

韓国：前後３か年移動平均 （cm）

歳／年次 １９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０

６ １１１．０ １１１．９ １１２．９ １１４．１ １１６．４ １１６．７ １１７．７ １１９．０ １２０．２ １２１．０ １２１．８

７ １１４．９ １１５．２ １１７．６ １１９．７ １２１．６ １２２．５ １２３．０ １２４．７ １２５．９ １２６．８ １２７．７

１２ １４０．３ １４１．８ １４３．７ １４４．４ １４６．３ １４８．２ １４９．７ １５２．０ １５４．８ １５６．９ １５８．０

１３ １４４．５ １４５．３ １４８．１ １５０．４ １５２．７ １５４．８ １５６．０ １５９．０ １６１．８ １６３．６ １６４．４

１５ １５５．６ １５９．０ １６０．９ １６３．７ １６４．４ １６５．５ １６６．３ １６８．３ １７０．５ １７１．６ １７１．８

１６ １６１．２ １６１．９ １６３．９ １６５．６ １６７．０ １６７．９ １６８．３ １７０．３ １７２．１ １７２．８ １７３．１

１７ １６３．３ １６３．８ １６６．１ １６７．２ １６８．４ １６９．４ １６９．７ １７１．０ １７２．９ １７３．７ １７３．７

出所：文教部，『学校保健統計要覧』．

台湾：前後３か年移動平均 （cm）

歳／年次 １９６０―６２１９６４―６６１９６９―７１１９７４―７６１９７９―８１１９８４―８６１９８９―９１ １９９７ ２０００―０１２００７―０８２００９―１１

６ １１１．１ １１２．８ １１４．９ １１６．６ １１７．６ １１９．０ １１８．４ １１７．４ １１７．６ １１７．８

７ １１６．０ １１７．１ １１８．７ １２０．４ １２１．１ １２２．６ １２４．０ １２３．３ １２１．９ １２２．０

１２ １３９．７ １４０．７ １４２．４ １４４．０ １４５．９ １４８．０ １５１．３ １５２．５ １５１．２ １５１．３ １５１．３

１３ １４７．２ １４８．２ １４８．８ １５１．４ １５３．３ １５５．２ １５８．３ １６１．２ １５８．８ １５８．９ １５９．０

１５ １６０．２ １６０．９ １６０．９ １６３．１ １６４．５ １６５．９ １６７．７ １６９．０ １６８．２ １６７．９ １６７．９

１６ １６３．３ １６４．４ １６４．９ １６６．１ １６７．４ １６８．２ １６９．５ １７１．０ １７０．４ NA NA
１７ １６４．３ １６５．９ １６６．７ １６７．５ １６８．４ １６９．２ １７０．５ １７２．０ １７１．６ NA NA

出所：国立台湾大学，Dr. Kelly Oldsから提供，源出所：教育庁，『学校生徒体格測定』．

日本と韓国の身長差 （cm）

歳／年次 １９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０

６―７ １．６ ２．５ ２．１ １．１ －０．５ －０．３ －０．７ －２．２ －３．５ －４．３ －５．１

１２―１３ ３．０ ４．７ ４．６ ４．９ ３．８ ２．４ ２．４ ０．３ －１．８ －４．０ －５．１

１６―１７ ２．２ ３．４ ２．４ ２．０ １．５ １．１ １．１ －０．２ －２．０ －２．８ －３．１

日本と台湾の身長差 （cm）

歳／年次 １９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０

６―７ NA ２．６ ２．４ １．２ ０．０ －０．１ －１．２ －１．５ －０．７ －０．１ －０．３

１２―１３ ２．０ ３．８ ４．９ ４．６ ３．７ ２．２ ０．４ －１．１ １．５ １．１ ０．９

１６―１７ ０．６ １．１ １．６ １．６ １．３ １．１ ０．０ －１．０ －０．５ NA NA
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ことになっているが，韓国の源データでは，１９６０

年と１９６１年に限っては，小１＝７歳，小２＝８

歳，…，中１＝１３歳，…，高３＝１８歳となって

いる（文教部『文教統計要覧』）。表３において，

６歳とは小１年生，１７歳とは高３年を指すが，

年度によって小１＝６歳の一部に７歳児が含ま

れている可能性が存在する。表３は日本と韓国

２カ国の比較の際は，小１＝６歳児から高３＝

１７歳児まで，１２の学級を含んでいたが，台湾を

加えるに当たって，表全体を小さくするため，

小３＝８歳から小６＝１１歳，中３＝１４歳の５学

年を省いた。

表３を概観して留保なく言えることは，１９６０

年以降の半世紀に，日・韓・台の３国とも，（男

子，以下省略）学校生徒は，小・中・高のいず

れを問わず，平均身長は顕著に増加した。１９６０

―７０年代は，小・中・高を問わず日本のほうが

韓国および台湾より例外なくそれぞれ２cm前
後高かったが，１９８０年から１９９０年にかけて差は

縮小し（中学生については日本のほうがなお高

かったが），１９９０年代半ばにかけて差は縮小し，

特に韓国学校生徒の平均身長は更なる伸びが止

まった日本と台湾とは異なり伸び続け，２０００年

代半ばには本稿の初めに述べたように，日本よ

り３cm，台湾については高２―３のデータを欠
くが，同国の生徒より３cm以上，４cm近く
も高くなっていると憶測れる。後でも図示する

が，韓国の小学校低年生は日本および台湾に比

べ２０１０年には５cm前後も高い。それ程顕著で
はなく１cm強程度だったが，小学低学年生に
おける韓国優位の差は，すでに１９８０年代半ば以

降に始まっているが，中・高生段階ではまだ始

まっていない。

筆者はこの研究分析の初期段階では，韓国の

子供たちは日本の子供に比べ（「民族的特性」

もあってか？）１０歳代後半における成長速度が

速い。１９９０年代後半から日本人より平均身長が

顕著に高くなったのは，思春期後半における成

長速度に起因すると感じていた（Mori,２０１６;
２０１７）。しかし統計データ面で調査年が１９６０年

から毎年継続的に得られ，日本も韓国も全国の

すべての小・中・高を網羅した統計（表３）を

検証するにあたり，実態はその逆であるかもし

れないと感じるようになった。ただこの場合留

意すべきは，例えば１９７０年に生まれた子供は

１９７１年に１歳，１９８０年に１０歳，１９９０年に２０歳に

加齢した歴然たる事実である。１９８０年の１歳児

が，あっという間に同じ年次に２０歳にはならな

い。常識的にも，（身長の）成長曲線を計測す

るには同じ年次における１歳から成人（男児の

場合２０歳前後）までの身長を計量・比較するの

ではなく，先の例で言えば，１９７１年における１

歳，１９８０年における１０歳，最終は１９９０年におけ

る２０歳の平均身長を追跡すべきであろう。しか

し，経済成長のテンポが速く，食料消費が激変

している時期には，１９７１年の１歳から１９９０年の

２０歳に至る現実に観察される成長には，特に栄

養面での時代効果が大きく関わり，「その他条

件」をコントロールした，純粋な加齢に基づく

成長度合い，「年齢効果」は過大に推定される

ことになりかねない。しかし人の身長変化は直

線的ではなく，時代の影響は各年齢階級に斉一

に働くわけではないから，時代効果を補正変数

として取り込むのは，計量手法上容易ではない

（Mori and Duck,２０１８）。
ところで人の身長の決定・比較にかかわる人

類生物学の世界では，懐妊期を含む“first years
of life”（１，０００days）が成人身長を支配する決
め手という説が有力である（Cole,２００３; Deaton,
２００４; Prentice,２０１３;など）。表３の最若年階
級は小１，６歳だから，この通説からすると完

全データから程遠い。それは一応承知の上で，

ラフな議論として，１９７０年の小１―２年生，６―７

歳（６．５歳）は，１９８０年には高２―３年生，１６―

１７歳（１６．５歳）になっていた事実に注目する。

次節で見るように１９７０年から１９８０年の１０年間で

も，とくに後発の韓国においては，食料消費の

変化は目覚ましい。しかし，１９７０年から１９９０年

間の２０年間に比べると，変化の幅は格段に小さ

い。そこで本稿では，１９６０年における小１―２

204



44.0

46.0

48.0

50.0

52.0

54.0

56.0

58.0

60.0

1960"70 1965"75 1970"80 1975"85 1980"90 1985"95 1990"00 1995"05 2000"10

(c
m

/1
0�
#

)

($�%&)

23 5� 89

年生，６．５歳の平均身長と１０年後の１９７０年にお

ける高２―３年生，１６．５歳の平均身長の差をとっ

て，小学校低学年からハイスクール高学年に至

る成長速度とみなし，日本・韓国・台湾３か国

における，それぞれ１９６０年から２０１０年に至る男

児の成長速度を決定し，比較を試みることにす

る。

図２はそのような構想の下に，表３の統計に

基づき，１９６０年における小１―２＝６．５歳から，

１９７０年における高２―３＝１６．５歳，次は１９６５年

における６．５歳から１９７５年における１６．５歳，最

終的には２０００年における６．５歳から２０１０年にお

ける１６．５歳に至る平均身長の成長幅を，それぞ

れ日本，韓国，台湾について，図示した結果で

ある。表３で見た３か国における年齢別の平均

身長の多様な増進パターンとは異なり，小１―２

年生から高２―３年生に至る成長は，いずれの

国も半世紀の対象期間に１cm強のやや下向き
傾向を持つが，日・韓・台はほぼ同じ５２cm前
後で，国の間でも，計測年次についても，ほと

んど変わらない。ほぼ成人に近い高２―３年生

の平均身長の高さは，１９６０年から２０１０年に至る

期間について，３か国ともすでに小１―２年生

の段階で決定されており，その後の思春期前か

ら思春期後半に至る成長速度は対象時期的にも，

国と国の間でも，ほとんど変わらないように見

える。Cole and Moriは，過去半世紀における
日本の未成年の身長増進のデータを，SITAR
モデルで解析し「成人に観察された身長増加の

大半は，すでに１．５歳の段階で生じている」と

断じたが（Cole and Mori,２０１７），この表現を
言い換えれば，ハイスクール後半に観られた身

長増加の大半は，すでに小学校１―２年生段階

で生じている。

次に図３は，１９６０年から２０１０年に至る半世紀

の期間に，日本，韓国および台湾における小学

校１―２年生＝６．５歳の平均身長の推移を，表３

に示した統計に基づき，５年間隔で眺めたもの

である。１９６０年から１９７０年代半ばにかけては，

日本の小１―２年生のほうが，韓国および台湾

図２ 男児６．５歳から１６．５歳まで同じコウホートの平均身長成長速度：１９６０年代から２０００年代：
日本，韓国および台湾の『学校保健調査』に基づいて

食料消費と若者の身長―日本・韓国に，台湾の事例を加えて
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の同学年生に比べそれぞれ２cm前後高いが，
その後韓国および台湾の児童のほうが平均身長

の伸びが大きく，１９８０年代に入ると３カ国はそ

れぞれ１１９cm前後で並ぶ。日本の学童は１９９０
年前後に伸びが全く止まってしまうが４），韓国

と台湾の児童はその後も以前と変わらぬテンポ

で伸び続け，１９９５年には日本よりそれぞれ２cm
前後高くなる。源データの精査を必要とするが，

台湾の児童はそれ以降１９９５年をピークに１cm
強低くなるが，韓国は逆にストレートな増進を

続け，２０１０年にはそれぞれ１２０cm弱の水準に
とどまる日本と台湾の児童より，４．５cm前後
高くなっている。

整理して繰り返せば，男子小１―２年生（＝

６．５歳）の平均で，日本の児童は１９６０年の１１４．５

cmから，１９８５年の１１９cmに伸びるが，それ以
降伸びは停止する。他方韓国と台湾の児童は同

じ期間に１１３cmから１１９cmに伸び，それ以降
も伸び続け１９９５年には１２１cm強で，日本より
それぞれ２cm前後高くなる。韓国の児童はそ

の後も堅調に伸び続け，２０１０年には１２５cm近
くまで伸びるが，台湾の児童の背丈はどうした

訳か５），目立って低下し，２００５年には日本とほ

ぼ同じ１２０cm弱になり，２０１０年には日本より
やや低い水準にとどまっている（源データの再

検討の必要がありそうに思われる）。

４） 広く言われているように日本経済は１９９１年初め

に「バブルが崩壊」し，「失われた１０年，さら

に２０年」に入るが，直感的にこの歴史的事実を

子供の更なる成長停止に結び付けるわけには行

かない。なぜなら１９９０年の小１―２年生は，経

済最盛期の１９８０年代半ばに生まれ，幼年期を拡

大経済の中で過ごしているのである。幼少期を

別にすれば，短い年次における「健康に対する

投入」が，当該時点における平均身長を決める

わけではない。

５） 筆者の持つデータは，台湾政府機関（本部体育

署が報じる男女別６歳から１５歳までの平均身長

（『学生身高値』），２００７年度から２０１７年度までの

公式統計である。（窪田，２０１９）。

図３ 小学校１―２年生男子の平均身長の推移：日本，韓国，および台湾，１９６０年から２０１０年
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「健康に対する投入」
＝食料消費の供給の推移

表４は，FAOSTAT, Food Balance Sheets に
基づき，１９６１年から２００５年までの期間，５年間

隔で，１人当たり供給熱量（kcal/day）の推移
を，まず食料全体，次に動物性食品と植物性食

品に分解して，日本，韓国，及び台湾について

概観したものである。日本の農水省による『食

料需給表』の場合もそうだが，国内生産，在庫

量の変化や年度間繰り越しの推計上の問題もあ

り，短い期間でも１年１年のブレは小さくない

ので，１９６１年を除き，例えば１９６５年は前後３か

年，たとえば１９６５＝average（１９６４：１９６６）の
値を採っている。

日本経済は第 II次大戦の荒廃から直り立ち
直り，１９５５年には戦前水準に戻り（「もはや戦

後ではない」『経済白書―１９５６年』），農業生産も

回復し，その後は選択的拡大を続ける。FAOSTA,
Food Balance Sheet が始まる最初の年，１９６１年
（１９６１―６２年の平均）において，１人当たり熱量

供給は，日本は２，５４９kcal/day，台湾の２，４９６kcal
/dayに対比して，韓国は２，１６０kcal/dayでかな

り低い水準である。しかし１０年後の１９７０年（１９６９

―７１年平均）には，２，８１２kcalに急増し，それぞ
れ日本の２，７２１，台湾の２，５８９kcalを超える。韓
国の１人当たり熱量供給は１９８０年には３，０４６kca
/dayに達し，それぞれ日本の２，７８５，台湾の
２．７７７kcal/dayを明確に超える（参考までにオ
ランダは同年，３，０７９kcal/day）。２００５年にも，
韓国のそれは，３，１０４kcal/dayで，それぞれ日
本の２，８１６，台湾の２．９７３を超える。他方，国際

的な平均身長の比較分析でしばしば言及される

動物性食品（“high-quality proteins”, Grasgruber,
et al.,２０１４; Heady et al.,２０１８;など多数）の
供給の関しては，１人当たり動物性食品からの

熱量供給を比較すると，１９６１年における韓国の

それは，５５kcal/dayで，それぞれ日本の２６１，
台湾の２３３kcal/dayと比べ，はるかに低水準で
ある（参考までにオランダは同年９５０kca/day）。
総供給熱量に関して，日本と台湾を超えた１９８０

年にも，日本と台湾のそれぞれ，５３９と５０９kcal
/dayに比べ，韓国は２３０kcal/dayと，明確に低
い。韓国における動物性食品の供給（＝消費）

はそれ以降激増するのだが，２００５年においても

４７５kcal/dayで，日本と台湾のそれぞれ５７８，
６７９kcal/dayに比べ，明らかに低位である。

表４ １人当たり供給熱量：総カロリー及びと植物性食品と動物性食品 （kcal／１日）

総カロリー 植物性食品 動物性食品

台湾 日本 韓国 オランダ 台湾 日本 韓国 オランダ 台湾 日本 韓国 オランダ

１９６１ ２４９６ ２５４９ ２１６０ ３０３６ ２２６３ ２２８７ ２１０５ ２０８６ ２３３ ２６１ ５５ ９５０

１９６５ ２４７５ ２６３１ ２３５３ ３０００ ２２０９ ２３０７ ２２８１ ２０３０ ２６５ ３２４ ７１ ９７０

１９７０ ２５８９ ２７２１ ２８１２ ３０２８ ２２５７ ２２９５ ２７０４ ２００９ ３３０ ４２６ １０８ １０１９

１９７５ ２８０５ ２７３６ ３０９７ ３０６１ ２３８８ ２２６２ ２９２８ ２０４０ ４１７ ４７４ １７０ １０２０

１９８０ ２７７７ ２７８５ ３０４６ ３０７９ ２２６８ ２２４６ ２８１６ １９８３ ５０９ ５３９ ２３０ １０９６

１９８５ ２６９８ ２８５４ ２９８２ ３１２３ ２１１７ ２２７７ ２７０７ １９９５ ５８１ ５７７ ２７５ １１２８

１９９０ ２９４８ ２９５０ ２９９０ ３２５９ ２２９６ ２３３２ ２６７３ ２１６９ ６５１ ６１８ ３１７ １０９０

１９９５ ３０８２ ２９３８ ３０２１ ３３２５ ２３３７ ２３１４ ２６０９ ２１４４ ７４５ ６２４ ４１１ １１８１

２０００ ３０７８ ２８９５ ３０９０ ３２６７ ２３７１ ２２９５ ２６４１ ２０８１ ７０６ ６００ ４４９ １１８６

２００５ ２９７３ ２８１６ ３１０４ ３２１４ ２２９４ ２２３８ ２６３０ ２１０５ ６７９ ５７８ ４７５ １１０９

出所：FAOSTAT, Food Balance Sheets，各年版．
注：各年とも前後３か年平均値。

食料消費と若者の身長―日本・韓国に，台湾の事例を加えて
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表５は，FAOSTAT, Food Balance Sheets, vari-
ous yearsに基づき，日本・韓国について，人
口の背丈を決める重要な要因の一つとして学界

のみならず一般に広く認められている牛乳につ

いて（Hoppe, Molgaard, and Michaelsen,２００６;
Berkey et al.,２００９; H. Beer,２０１２），日本・韓
国・台湾における１人当たり牛乳の供給量，kg
/年の水準と推移を概観したものである。韓国
は近年における目覚しい経済成長に伴う国民の

食生活の向上にかかわらず，牛乳消費はもとも

と水準が低かっただけでなく，最近年でも日本

の３分の１前後にとどまっている６）。それにも

拘らず，若者の背丈は，高３男子の平均身長の

比較で，２００５年には日本より３cmも高くなっ
ている。この統計的事実は，日本人に比べ朝鮮

人のほうが，民族的資質として，その程度，あ

るいはそれ以上背が高かったからであろうとい

う見解が生まれてくる（BO-Lee教授，２０１８年
７月）。世界各国の成人男子の平均身長推移を，

１８５０年出生コウホートまでさかのぼって推計し

ている Tübingen大学のデータによると，１９００
―３０年に２０歳（１８８０―１９１０年出生）の男子の平均

身長を比べると，朝鮮のほうが当時支配国で

あった日本より２cm前後高かったと記録され
ている。

同じ Tübingen大学のデータに，同時期にお

表５ 品目群別１人当たり純供給量の推移，日本・韓国・台湾，オランダ

１９６１年から２００５年＊１ （kg／年）

＜肉類＞ 日本 韓国 台湾 オランダ ＜野菜＞ 日本 韓国 台湾 オランダ

１９６１ ８．６ ３．７ ２１．４ ４７．５ １９６１ １０２．４ ７６．３ ６０．３ ７５．９

１９６５ １１．９ ５．０ ２４．９ ５０．３ １９６５ １１９．９ ８２．２ ５９．２ ７７．４

１９７０ １７．６ ５．３ ３２．０ ５９．８ １９７０ １２９．４ １０６．６ ７４．２ ８３．６

１９７５ ２３．６ ６．９ ３６．１ ６６．９ １９７５ １２１．７ １４６．１ ９８．６ ７４．１

１９８０ ３０．４ １３．７ ４９．３ ７２．２ １９８０ １２３．３ ２０６．４ １２２．１ ７５．５

１９８５ ３３．７ １８．１ ５８．６ ７６．５ １９８５ １２１．４ １８８．８ １２２．７ ７７．４

１９９０ ３８．５ ２５．２ ６６．５ ８２．０ １９９０ １１７．２ １９６．１ １０９．７ ７２．０

１９９５ ４３．０ ３８．７ ７７．１ ９１．８ １９９５ １１５．５ ２１２．８ １１８．６ ７６．２

２０００ ４４．７ ４５．８ ８１．４ ８９．７ ２０００ １１２．７ ２２９．６ １３５．５ ９８．３

２００５ ４５．６ ４９．９ ８０．７ ７８．６ ２００５ １０６．５ ２２３．８ １２０．０ ９２．０

＜牛乳＞ 日本 韓国 台湾 オランダ ＜果物＞ 日本 韓国 台湾 オランダ

１９６１ ２７．０ １．３ ２．５ ３０４．７ １９６１ ３０．０ ５．９ ２３．０ ６５．２

１９６５ ３９．４ ２．４ ４．５ ３１８．６ １９６５ ４０．４ ９．１ ３０．０ ７７．８

１９７０ ５１．５ ３．８ ９．４ ３２５．７ １９７０ ５２．６ １２．１ ４５．５ ８８．７

１９７５ ５４．５ ４．３ １８．０ ３４９．８ １９７５ ５９．４ １５．４ ５９．１ ８７．４

１９８０ ６８．５ ９．９ ２９．０ ３６９．０ １９８０ ５６．８ ２４．６ ６５．６ １０５．９

１９８５ ７２．３ １５．４ ３６．１ ３８３．３ １９８５ ５０．５ ３３．１ ７６．１ １０３．８

１９９０ ７９．７ ２１．２ ４０．２ ３３０．３ １９９０ ４９．８ ５２．８ １１０．０ １３１．９

１９９５ ８２．２ ２１．１ ５０．２ ３４６．１ １９９５ ５１．８ ６４．６ １１５．９ １３４．３

２０００ ８０．８ ２７．９ ４６．０ ３５９．９ ２０００ ５２．７ ６８．８ １１９．９ １２１．６

２００５ ７７．５ ２５．７ ３７．０ ３６０．３ ２００５ ５７．７ ７１．５ １１８．８ １２８．６

出所：FAOSTAT, Food Balance Sheets．各年版．
注：＊１ １９６１年は６１―６２年の平均；その他の年は，前後３か年平均．
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ける台湾の青年男子の身長が記録さているが，

欧州各国における兵役における壮丁に基づく統

計と違い，かなりランドムな標本調査に基づく

推計であろうから統計的誤差は存在するとして

も，平均身長は１６４cm前後で，韓国の青年よ
り３cm前後高い。表３のようにそれぞれ国の
機関による全国的調査に基づく統計ではないが，

１９２０―３０年当時台湾の青年男子の平均身長は１６４

―５cmを下回ることなく（Olds,２００３; Morgan
and Liu,２００８），他方朝鮮の青年年男子の平均
身長は１６２cm前後（木村，２０１８）であったと
推定されている。民族の資質的に台湾は「もと

もと（遺伝子的に）朝鮮より背が高く」，FA-
OSTATのような国際的に客観的データが得ら
れる１９６０年以降，韓国に比べ動物性食品の供給

は一貫して大きかったにも拘わらず，台湾の若

者は２０００年代半ばには韓国の若者に身長で明確

に追い越されている。韓国対日本の比較衡量の

場合には，「もともと論」・遺伝子云々の仮設は

説得力を持ったかにみえたが，台湾が加わると

民族的資質云々は，説明力を失うことになる。

筆者はこれまで，更年期女性を対象に果物消

費と骨粗鬆との関連をコウホート的に追跡調査

した国立果樹研究所と浜松医大の共同研究（『三

ケ日町調査』）の結果などに基づき，果物およ

び野菜の消費と骨密度の間に強い正の相関が見

られることを学んだ。１９９０年代後半から取り組

んできた日本における「若者の果物離れ」（『１９９４

年度農業白書』）の更なる進行と，１９８０年代後

半以降における日本の子供たちの身長の伸び止

まりの間に有意な関連があるのではあるまいか

との仮説を唱えってきたが，広い同意は得られ

るに至っていない。今回台湾を加えて得られた

知見は，台湾の人口１人当たり果物消費は１９８０

年以降も増大を続け，２０００年において韓国のそ

れを６０％前後上回り，同年におけるオランダと

ほぼ同じ高水準である。他方野菜消費は，日本

と全く同様１９８０年をピークに着実に減少し，

２００５年には韓国の１人当たり消費の半分の水準

に低下している。こういう場合，筆者のコウホ

ート分析の勘に基づけば，人口１人当り平均供

給（＝消費）の減少をリードしているのは新し

い世代，発育中の子供たちを含む若年層であろ

うと想定される。韓国との対比において，日本

の子供たちは１９７０年代の後半から目に見えて果

物の消費を減らし始め，２０００年代半ばには６０歳

を超える古い世代に比べ，１人当たり消費は１０

分の１以下の水準にまで落ちている。果物に比

べるとそのスケールとテンポはやや落ちるもの

の，若い世代の食卓から野菜が着実に姿を消し

ていった（外山・長谷川・佐藤，２０１７）。他方

台湾における果物消費は国際的に先進国並みで，

韓国よりかなり多いが，野菜消費においては，

単純に人口１人当たりの純供給において韓国の

半分の水準に低下し，筆者の憶測では若い世代

の「野菜離れ」は日本に引けを取らない水準に

低下していると推定される。韓国でも最近年に

おいて「若者のキムチ離れ」が問題にされるよ

うになっているが，１９９８年に最初の大規模調査

が始まった『国民保健栄養調査』（Korea Na-
tional Health and Nutrition Examination Survey
＝KNHANES）の解析結果などを観ても，日本
における「若者の果物離れ」のスケールほど劇

的ではない（Mori,２０１９, Table９, p．２３６）。
近年の日本経済は１９９１年の「バブル崩壊」に

始まる「失われた１０年／２０年」などと言われて

きたが，１人当たり GDPにおいて，２００５年時
点でも韓国のそれの２倍以上である。子供の身

長生育と最も関連があるとされている牛乳消費

に関しては，単純な１人当たり供給に関し韓国

の倍以上，学校給食のお蔭もあるのであろうが，

果物・野菜に見られるような「若者の牛乳離れ」

は起きていない（森・三枝，２０１３）。それにも

拘らず，子供の身長の伸びが１９９０年前後から止

まったのは，日本の子供たちが果物と野菜を食

べなくなったからと，筆者は愚考する。身近な

観察では，マクドナルドのビッグ・マックには

レタスがほんの一切れか二切れ（ポテトは FA-
OSTAT, Food Balance Sheets，では野菜に含ま
れていない）。子供たちや若い人に人気の高い

食料消費と若者の身長―日本・韓国に，台湾の事例を加えて
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各種のピッザに，目に見える形で野菜は入って

いない（俗っぽい質疑だが：韓国のピザハット

では，食べ放題でキムチが付いているだろう

か？）。韓国でも若い世代の「キムチ離れ」「野

菜離れは」始まっていると嘆く高齢世代がいる

が，KNHANESに基づく年齢別野菜消費の計
測結果などを見る限り，日本におけるドラス

チックな「果物離れ」「野菜離れ」は生じてい

ないようである（Lee, J-S and J. Kim,２０１０;
Kim, E-K, et al.,２０１６）。

６） FAOSTAT, Food Balance Sheets における，牛乳

（バターを除く）の１人当たり純供給（kg／年）

をめぐって韓国のそれは，１９８０年代半ば以降，

明らかに過小推計されているように見える。FA-

OSTATに直接，またローマの日本大使館など

を通じて間接的に，疑義を申し出たが，公式な

回答は得られていない。従って，本稿では，FA-

OSTAT, Food Balance Sheets に記載されている

数値をそのまま引用している。同じ統計資料に

表れる総供給（１，０００トン）を，FAOSTAT, Popu-

lation で割って１人当たり純供給（kg／年）を

再計算した試みは，拙稿（森，２０１８；Mori,２０１９）

に発表している。

短い結語

「動物質蛋白をより多く消費する人口は，動

物性蛋白の消費が少ない国々より平均身長は高

くなる（Baten and Blum,２０１２/２０１４）。しかし
ながら，もし熱量と他の必須栄養素の総消費が

不十分であれば，動物蛋白のより多い消費だけ

でより高い身長増加を結果するものではない」

（Blum,２０１３, p２１）。Blumのこの指摘は，まさ
に過去半世紀における日本，韓国，本論では台

湾において較量観察された，未成年者の平均身

長増進の軌跡を説明する。

くどく繰り返すことになるが，第二次大戦後

復興に続く過去半世紀の間期，東アジアの目覚

ましい経済発展において日本がまずリードし，

台湾と韓国が続く。国民の食料消費はまず量的

に，やがて質的にも著しく向上した。動物性蛋

白消費において韓国が一番遅れるが，３カ国と

も先進欧州各国の水準には届かないが，顕著に

増大した。３カ国とも国民の（青年）の身長は

めざましく伸びた。若い青年（本稿では高校３

年生）の平均身長の比較において，１９６０―７０年

には日本が台湾・韓国の２国より２―３cm高く，
１９８０年代と１９９０年代初めに３カ国はほぼ同水準

で並んだ。日本と台湾はそれ以降，平均的に際

立った伸びは停止したが，韓国はそれ以前のテ

ンポで伸び続け，２０００年代半ばには日本と台湾

を，それぞれ３cm前後追い抜いた。
１人当たり GDPにおいては日本が一番高く，

韓国はかなりの程度キャチアップしたが，３カ

国の中では一番低かった。また動物性食品の１

人当りの消費においては，台湾は韓国の２倍程

度と最も多かった。上記の Blumの言を借りて
要点を短くまとめると，日本と台湾は，総熱量

摂取において韓国に比べ FAOの統計に即して
１人・１日当り，それぞれ２―３００kcal程度少な
く（「不十分で」），さらに（筆者の憶測だが）

他の必須栄養素において十分ではなかったよう

である。筆者はこれまでの実証分析から，日本

では新しい世代が果物と野菜から「離れ」すぎ

た。台湾については，実証分析はほとんど試み

ていないが，FAOSTAT, Food Balance Sheets
の時系列統計で韓国と比較すると，国民の野菜

消費は十分でない。人口１人当たりの平均消費

の動きから憶測する限り，新しい世代，伸び盛

りの子供たちは，顕著に「野菜離れ」している

のではあるまいかと推定される。Blumの述べ
る「必須栄養」が十分ではなかったように思わ

れる。
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